
地方公務員法第58条の2及び東秩父村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の

規定に基づき、平成28年度の人事行政の運営等の状況を公表します。

１．職員の任免及び職員数に関する状況
（１）職員の採用状況

（H28年度）

新規採用 再任用 再任用（短時間） 合計

5人 0人 0人 5人

（２）部門別職員数の状況と増減

H28年度 H29年度

議会 1 1 0

総務 13 15 2

税務 4 4 0

住民福祉 11 12 1

保健衛生 11 11 0

産業建設 12 13 1

小計 52 56 4

教育 5 4 △ 1

小計 5 4 △ 1

57 60 3

※次の①～④の職員を除いています。

　①教育長②派遣職員③臨時及び非常勤職員④再任用短時間職員

※総務には会計を含みます。

２．職員の人事評価の状況
（１）実施状況

実施の有無

有

（２）人事評価の活用分野

（H28年度）

活用 未活用

昇任・昇格 ○

配置転換 ○

降任・免職 ○

○

昇給 ○

勤勉手当 ○

人材育成

給与上の処遇

特別行政
部門

合　　計

導入時期

平成28年4月1日

活　用　区　分

任用管理

◇　人事行政の運営等の状況の公表　◇

（各年4月1日現在）

区　　　分 職　員　数 対前年度
増減数部　　　門

一般行政
部門



３．職員の給与の状況
（１）人件費の状況（普通会計決算）

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 人件費率

27年度末 Ａ Ｂ Ａ/Ｂ （前年度）

H27年度 3,032人 1,864,829千円 123,428千円 401,516千円 21.5% 20.0%

※人件費には、特別職に支給される給料・報酬なども含みます。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

職員数 １人当たり給与費

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計Ｂ Ｂ/Ａ

H28年度 59人 196,277千円 28,205千円 77,562千円 302,044千円 5,119千円

※給与費は当初予算に計上された額であり、職員手当には退職手当を含みません。

※簡易水道事業特別会計職員（1人）は除きます。

（３）職員の平均給料月額と平均年齢の状況

職員数 平均年齢 平均給料月額

57人 36.6歳 270,305円

- - -

※平均年齢＝10進法表示

（４）ラスパイレス指数の推移（一般行政職）

H26 H27 H28

（参考値）

92.7

※H25の参考値は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が

無いとした場合の値である。

（５）職員の初任給、経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 H28.4.1現在

初任給 経験年数10年 経験年数20年 経験年数30年

大学卒 168,800円 243,500円 294,650円 377,900円

高校卒 144,600円 195,600円 － 381,400円

※経験年数について該当者がいない項目は「-」とし、以下の項目は直近該当者である。

　　(大卒30年は32年、高卒10年は8年)

92.8

区　　分

一般行政部門

H28.4.1現在

区　　分

一般行政職

技能職

H25

区分

区分
給与費

100.4 92.7 92.0



（６）職員手当等の状況 H28.4.1現在

区分

期末手当 勤勉手当

16月期 1.225月分 0.80月分

12月期 1.375月分 0.80月分

　　計 2.6月分 1.6月分

扶養親族のいる職員に支給

配偶者 13,000円

配偶者以外の扶養親族原則 6,500円

15歳～22歳 加算分 5,000円

借家・借間（限度額） 27,000円

交通機関等の利用者（限度額） 55,000円

交通用具使用者（限度額） 24,500円

参事 10%

課長 8%

主幹 6%

地域手当 支給なし

自己都合退職 勧奨・定年退職

勤続年数20年 20.445月分 25.55625月分

勤続年数25年 29.145月分 34.5825月分

勤続年数35年 41.325月分 49.590月分

最高限度額 49.590月分 49.590月分

（７）特別職の報酬等の状況 H28.4.1現在

区分 給料・報酬月額 期末手当

4.2月分
給料月額15％加算

議　長 239,000円

副議長 183,000円

議　員 171,000円 給料月額15％加算

※村長の給与月額を30％減額しているため、（　　　　）内は減額前の金額です。

４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間・休日 （H28年度）

勤務時間

週休日

（２）年次有給休暇 （H28年度）

制度概要

午前8時30分～午後5時15分（うち休憩時間60分）

日曜日および土曜日

休　日
祝日（国民の祝日に関する法律に規定する休日）

年末年始（12月29日～翌年1月3日まで）

１年につき20日付与。残日数（20日限度）を翌年度に繰越し可

退職手当

退職手当

村　長
416,500円
(595,000円)

595,000円×在職月数×0.35×1.15（任期ごと）

4.2月分

東秩父村

期末・勤勉手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当



５．職員の分限及び懲戒処分の状況
（１）分限処分 （H28年度）

降任 免職 休職 降給 計

－ － － － 0

－ － － － 0

職に必要な適格性を欠く場合 － － － － 0

－ － － － 0

－ － － － 0

（２）懲戒処分 （H28年度）

戒告 減給 停職 免職 計

－ － － － 0

－ － － － 0

－ － － － 0

６．職員の服務の状況
（１）営利企業等の従事許可の状況

（H28年度）

区分 人数

許可 0人

７．職員の退職管理の状況
（H27年度）

定年退職 勧奨退職 自己都合 その他 合計

0人 1人 2人 0人 3人

８．職員の研修の状況
（１）研修の実施状況

（H28年度）

参加人数 備考

2人

中級研修 5人

5人

1人

1人

2人

2人

3人

3人

1人

1人

8人

新規採用職員研修

民法研修

地方公務員法研修

地方自治法研修（基礎）

地方公務員法研修（基礎）

女性職員のためのキャリアデザイン

法令に違反した場合

職務上の義務に反し又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

研　　修

主査級研修

行政法研修

区　　　　分

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職制又は定数の改廃、予算の減少により過員等を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

区　　　　分

地方自治法研修

職場におけるメンタルヘルス対策

人事評価評価者研修



９．職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）職員の福利厚生事業の状況

（H28年度）

実施回数

1

（２）公務災害の認定状況

（H28年度）

区分 傷病 死亡

公務災害 1人 0人

通勤災害 0人 0人

（３）公平委員会の状況

（H28年度）

件数

0

0

勤務条件に関する措置要求

不利益処分に関する不服申立て

区　　　分 対象者

定期健康診断 全職員

項　　目


